
－ 12 － 

 
 
 
規正法でいう「政党」とは、「党」という名称にとらわれず、政治団体のうち次のい

ずれかの要件に該当し、必要な届出をした団体をいいます（規正法３条②）。 
 
① 当該政治団体に所属する衆議院議員又は参議院議員を５人以上有するもの 
 
② 直近に行われた衆議院議員の総選挙における小選挙区選出議員の選挙若しく

は比例代表選出議員の選挙、又は直近及び直近の前に行われた参議院議員の通
常選挙における選挙区選出議員の選挙若しくは比例代表選出議員の選挙にお
ける当該政治団体の得票総数が当該選挙の有効投票の総数の 100 分の２以上
であるもの 

 
ただし、他の政党に所属している衆議院議員又は参議院議員が所属する政治団体は

除かれます。 
 
なお、政党としての要件は、規正法３条２項、政党助成法２条及び公選法 86条１項

でそれぞれ定めていますが、政党助成法では前述②に該当する団体に「衆議院議員又
は参議院議員を有するもの」の要件を加え、公選法では逆に前述②に該当する団体の
要件から「直近の前に行われた参議院議員の通常選挙」を除くなどその要件はやや異
なっています。 
  

５ 政党とはどのような団体をいいますか。 

－ 13 － 

 
 
 
 
規正法は、政党本位の資金体制を確立するために、「政党、政党の支部及び政治資金

団体」と「その他の政治団体」に、次のような取扱上の差異を設けています。 
 
① 政党は、政治資金団体を指定できます。しかし、その他の政治団体は指定でき
ません（規正法６条の２）。 
なお、公職の候補者は、その者が代表者である政治団体のうちから、自らのた

めに政治資金の拠出を受けるべき政治団体を「資金管理団体」として指定できま
す（規正法 19条①）。 
 

② 会社、労働組合等は、政党、政党の支部及び政治資金団体に対する寄附はでき
ますが、その他の政治団体（資金管理団体を含む。）に対する寄附は禁止されます
（規正法21条）。 
 

③ 政党、政党の支部及び政治資金団体に対する寄附は、個人、会社、労働組合等
であっても、それぞれの寄附の総枠制限の範囲内であれば制限されません。 
これに対し、その他の政治団体（資金管理団体を含む。）に対する寄附は、個人

によるものは年間１千万円の範囲内（総枠制限）、かつ同一のその他の政治団体に
対しては年間 150万円以内（個別制限）に制限されます。また、その他の政治団
体から同一のその他の政治団体に対する寄附は年間5,000万円を超えることがで
きません（個別制限）（規正法21条の３、22条）。 

 
④ 政党、政党の支部及び政治資金団体に対しては、街頭又は一般に公開される演
説会若しくは集会の会場においてされる１千円以下の寄附は、匿名で行うことが
できます。 
しかし、その他の政治団体に対しては、いかなる場合であっても匿名による寄

附は禁止され、その寄附の所有権は国庫に帰属するものとされています（規正法
22条の６）。 
 

⑤ 政党（本部のみ）及び政治資金団体は、収支報告書の提出に際し「監査意見書」
の添付が必要です。しかし、政党の支部やその他の政治団体は添付不要です（規
正法 14条）。 

 
⑥ 令和９年以降、政党（本部のみ）及び政治資金団体は、収支報告書をオンライ

６ 「政党、政党の支部及び政治資金団体」と「その他の政治
団体」はどのように違いますか。 
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－ 14 － 

ンで提出することが義務付けられています。その他の政治団体については、国会
議員関係政治団体に該当する場合のみオンライン提出が必要で、それ以外の団体
にはオンライン提出の義務はありません。 
 

⑦ 個人がする寄附に対する税の優遇措置について、政党、政党の支部及び政治資
金団体に対する寄附は、所得控除制度又は税額控除制度のいずれかを選択するこ
とができます。 
しかし、その他の政治団体に対する寄附は、適格団体に対する寄附に限り、所

得控除制度の対象となります（規正法32条の４、租税特別措置法 41条の 18）。 
 

 
 
 
 
 
資金管理団体とは、公職の候補者が、その公職の候補者自身が代表となっている政

治団体（その者以外の者の後援を本来の目的とした政治団体等を除く。）のうちから、
「自らのために政治資金の拠出を受けるべき政治団体として指定したもの」をいいま
す（規正法 19条①）。 
また、公職の候補者が指定することができる資金管理団体は、１つの団体に限られ

ます。 
このように資金管理団体は、政治団体が「資金管理団体という帽子」をかぶったも

のです。したがって、政治団体としての各種の届出の他に、資金管理団体としての指
定・異動（必要に応じて）・取消・なくなった旨などの届出が必要となります。 
なお、政治団体の本部及び支部はそれぞれ１つの政治団体とみなされるため、政治

団体が支部を有する場合は、本部又は支部のいずれか１つを資金管理団体として指定
することになります（規正法 19条の６）。 
  

７ 資金管理団体とはどのような団体をいいますか。 

－ 15 － 

 
 
 
公職の候補者が政治団体を資金管理団体として指定する「メリット」は、次のとお

りです。 
 
①  公職の候補者自身が、政党から受けた政治活動に関する寄附を、自らの資金管

理団体に寄附（特定寄附といいます。）するときには、その寄附額について、寄
附の量的制限（総枠制限、個別制限）が適用されません（規正法21条の３④）。 

 
②  公職の候補者が、自らの資金管理団体へする寄附で特定寄附以外の寄附（自己

資金による寄附）について、寄附の量的制限のうち個別制限（年間150万円以内）
が適用されません。総枠制限の上限額である １千万円まで寄附が可能となりま
す（規正法22条③）。 

 
③  公職の候補者 は、選挙前の一定期間、自己の後援団体に寄附することが禁止
されていますが、その後援団体を自らの資金管理団体として指定しているときに
は、期間を問わず寄附が可能となります（公選法 199条の５③）。 

 
なお、上記のメリットがある反面、資金管理団体は、次のとおり資金管理団体以外

の団体よりも詳しい収支報告をしなければなりません。 
 
①  人件費以外の経常経費の明細（116・120ページ参照） 

資金管理団体は、政治活動費の内訳に加えて、経常経費のうち光熱水費、備品･
消耗品費及び事務所費の１件あたり５万円以上の支出について、政治活動費と同
様に収支報告書に明細を記載するとともに、領収書等の写しを併せて提出しなけ
ればなりません（規正法 19条の５の２）。 
なお、資金管理団体が国会議員関係政治団体である場合の収支報告書の記載に

ついては、国会議員関係政治団体の特例が適用されます。 
 

②  保有不動産の利用現況 
資金管理団体が平成 19 年８月６日前から所有している不動産について、用途

その他の個々の利用の現況を収支報告書に記載しなければなりません。なお、平
成 19年８月６日以降、資金管理団体は、不動産を取得し、又は保有してはならな
いこととされています（規正法 19条の２の２）。 

 
 

８ 資金管理団体にはどのようなメリットがありますか。 
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